








1.はじめに

 栃木県には昭和 47 年と 48 年に自治医科大学と獨協医科大学が設立され、これまでに 25

年を経過するが、栃木県での周産期医療は、可成りの部分がこの 2施設に委ねられてきた

といっても過言ではない。しかし、この 10 年来自治、獨協両施設のみで栃木県の周産期

医療を賄うことはとうてい無理で、その結果として本県の周産期死亡や新生児、乳児死亡

率の母子保健水準を示す指標は、全国水準に比べ極めて悪い状況にあった。

 そこで周産期医療に携わる私共が県当局に周産期医療充実のための施設、設備、さらに

は人材確保に必要な公的資金の援助を要請してきた。折しも厚生省が平成 7年から各都道

府県に総合周産期医療センター設立の構想が打ち出されるや栃木県当局は早速具体的な検

討に入り、自治医大と獨協医大両附属病院に総合周産期母子医療センター設立のための必

要経費が平成 8年度予算の中に計上された。この報告書で総合周産期母子医療セン夕ー設

立の背景からセンター開設後の実績まで明らかにする。


